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仙台市地域防災計画（地震・津波災害対策編）修正案 新旧対照表（抄） 

旧頁 旧 新 備考 

P1 

第 1章 

第 1節 

地震による被

災をふせぐ 

 

1. 緊急地震速報を利用する【市民・企業】 

（中略） 

緊急地震速報の種類と伝達方法 

緊急地震速報は、以下のように大きく分けて 2 種類の情報伝達システムがあり、発表の

基準や伝達方法が異なります。 

ア 緊急地震速報（警報） 

警報は、国内で予想される最大震度が 5 弱以上の場合に、震度 4 以上の揺れの強さが予

想される地域（宮城県中部）に対して発表されます。仙台市では、NTTドコモのエリアメー

ル、KDDI(au)、ソフトバンク等の緊急速報メールが設定されている機種の携帯電話・スマ

ートフォン等に対して、震度 4 以上の揺れが予想される地域にいる場合に自動的にメール

が送信されます。また、テレビやラジオ等でも該当する地域のローカル局（NHK は全国一

律）に即座に発表されます。 

イ 略 

略 

緊急地震速報を利用する【市民・企業】 

（中略） 

緊急地震速報の種類と伝達方法 

緊急地震速報は、以下のように大きく分けて 2 種類の情報伝達システムがあり、発表の

基準や伝達方法が異なります。 

ア 緊急地震速報（警報） 

警報は、国内で予想される最大震度が 5 弱以上の場合に、震度 4 以上の揺れの強さが予

想される地域（宮城県中部）に対して発表されます。仙台市では、NTTドコモのエリアメー

ル、KDDI(au)、ソフトバンク及び楽天モバイル等の緊急速報メールが設定されている機種

の携帯電話・スマートフォン等に対して、震度 4 以上の揺れが予想される地域にいる場合

に自動的にメールが送信されます。また、テレビやラジオ等でも該当する地域のローカル

局（NHKは全国一律）に即座に発表されます。 

イ 略 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急速報メール

配信事業者の追

加 

 

P7 

第 1章 

第 3節 

適切な避難行

動を行う 

 

地震発生後の避難行動【市民・企業・地域団体等】 

～ (2) 略 

(3) 地震災害等における避難時の原則 

ア ～ エ 略 

オ 次のような必要最小限のものを携行します。 

(4) 略 

地震発生後の避難行動【市民・企業・地域団体等】 

～ (2) 略 

地震災害等における避難時の原則 

ア ～ エ 略 

オ 次のような必要最小限のものを携行します。 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症対策とし

てマスク、体温

計、石けん、消毒

液の追加 

 

P32 

第 2章 

第 2節 

災害対策活動

3. 災害警戒本部体制 

仙台市災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）は、津波注意報が発表されたとき「仙台市

災害警戒本部運営要領」に基づき設置し、災害の警戒及び応急対策等を組織的に実施する。 

（資料 2-4「仙台市災害警戒本部運営要領」参照） 

災害警戒本部体制 

仙台市災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）は、津波注意報が発表されたとき「仙台市

災害警戒本部運営要領」に基づき設置し、災害の警戒及び応急対策等を組織的に実施する。 

（資料 2-4「仙台市災害警戒本部運営要領」参照） 

 

 

 

 

資料１-４ 

【携行品例】 

○ 食料、飲料水、タオル、ちり紙、着替え、懐中電灯、携帯ラジオ、救急医薬

品、常用の薬、お薬手帳、粉ミルク、生理用品、携帯電話の充電器、現金等 

○ 服装は、身軽な服装とし、必要に応じて雨具及び防寒着を携行し、靴は底の

厚い運動靴等 

○ 家族の名札（住所、氏名、性別、生年月日、血液型を記載）     など 

【携行品例】 

○ 食料、飲料水、タオル、ちり紙、着替え、懐中電灯、携帯ラジオ、救急医薬

品、常用の薬、お薬手帳、粉ミルク、生理用品、携帯電話の充電器、現金、

マスク、体温計、石けん、消毒液等 

○ 服装は、身軽な服装とし、必要に応じて雨具及び防寒着を携行し、靴は底の

厚い運動靴等 

○ 家族の名札（住所、氏名、性別、生年月日、血液型を記載）     など 
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旧頁 旧 新 備考 

体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ～ （2） 略 

警戒本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

～ （8） 略 

区災害警戒本部 

区災害警戒本部（以下「区警戒本部」という。）は、警戒本部長より指示があった場合に

設置する。また、警戒本部が設置されていない場合でも、区長が必要であると判断したと

きは、設置することができる。 

ア 区警戒本部は、原則として、区役所内に設置する。 

イ 区警戒本部は、区の区民部長を区警戒本部長、区民生活課長、総務課長及びまちづくり

推進課長を区警戒副本部長とする。 

ウ 区警戒本部に係る庶務は、区の区民生活課、総務課及びまちづくり推進課が行う。 

エ 区長は、区警戒本部を設置又は廃止した場合、直ちに危機管理監に報告する。 

（10） 略 

警戒本部長：危機管理監 

警戒副本部長：危機管理室長、危機管理室参事、総務局総務部長 

警 戒 部 長：危機管理室危機管理課長、危機管理室防災計画課長、 

危機管理室減災推進課長、総務局広報課長 

 

区警戒本部長：まちづくり推進部長 

区警戒副本部長：区民部長 

区 警 戒 部 長：区民生活課長 

        まちづくり推進課長 

 警戒対象部局関係課長 

～ （2） 略 

(3) 警戒本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ～（8） 略 

(9) 区災害警戒本部 

区災害警戒本部（以下「区警戒本部」という。）は、警戒本部長より指示があった場合に

設置する。また、警戒本部が設置されていない場合でも、区長が必要であると判断したと

きは、設置することができる。 

ア 区警戒本部は、原則として、区役所内に設置する。 

イ 区警戒本部は、区のまちづくり推進部長を区警戒本部長、区民部長を区警戒副本部長、

区民生活課長、総務課長及びまちづくり推進課長を区警戒部長とする。 

ウ 区警戒本部に係る庶務は、区の区民生活課、総務課及びまちづくり推進課が行う。 

エ 区長は、区警戒本部を設置又は廃止した場合、直ちに危機管理監に報告する。 

（10） 略 

警戒本部長：危機管理監 

警戒副本部長：危機管理室長、危機管理室参事、総務局総務部長 

警 戒 部 長：危機管理室危機管理課長、危機管理室防災計画課長、 

危機管理室減災推進課長、総務局広報課長 

 

区警戒本部長：まちづくり推進部長 

区警戒副本部長：区民部長 

区 警 戒 部 長：区民生活課長 

        総務課長 

        まちづくり推進課長 

 警戒対象部局関係課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台市災害警戒

本部運営要領に

基づいた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P41 

第 2章 

第 3節 

職員の配備・

動員計画 

 

 

 

 

 

 

配備計画 

略 

非常配備 

非常配備は、災対本部及び区本部を設置し、総合的に災害の警戒及び応急対策等を行う

ため、全庁的に職員を動員する配備である。 

（資料 2-5「非常配備等に関する要領」参照） 
 
 
 
 
 

1. 配備計画 

略 

非常配備 

非常配備は、災対本部及び区本部を設置し、総合的に災害の警戒及び応急対策等を行

うため、全庁的に職員を動員する配備である。 

（資料 2-5「非常配備等に関する要領」参照） 
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旧頁 旧 新 備考 

P43 

第 2章 

第 3節 

職員の配備・

動員計画 

<非常配備基準> 

配 備 区 分  配 備 基 準 配 備 体 制  

非常 1号配備 

(1)市内で震度 5弱を観測する地震が発生した 
とき 

(2)宮城県に津波警報が発表されたとき 
(3)市内に気象特別警報（暴風特別警報、暴風

雪特別警報、大雨特別警報及び大雪特別警
報）、高潮特別警報又は波浪特別警報が発表
されたとき 

 (4)大雨、洪水、暴風、大雪等により、市内に 
災害が発生し、かつ、拡大のおそれがある
とき（(3)の場合を除く） 

(5)市内に大規模な火災、爆発その他重大な災 
害が発生したとき 

(6)その他市長が必要と認めたとき 

災害情報の収集・伝達、警
戒活動及び災害の応急対
策活動が実施でき、上位
配備に移行できる体制と
し、各部及び各区本部の
おおむね 1/3 の職員をも
ってこれに充てる。 

発令者： 

災害対策本部長 

非常 2号配備 

(1)市内で震度 5強を観測する地震が発生した 
とき 

(2)宮城県に大津波警報が発表されたとき 
(3)大雨、洪水、暴風、大雪等により、災害が本

市の区域に広範囲で発生し、更に拡大する
おそれがあるとき 

(4)その他市長が必要と認めたとき 

相当規模の災害に対する
応急対策活動及び復旧対
策活動が実施できる体制
とし、各部及び各区本部
のおおむね 2/3 の職員を
もってこれに充てる。 発令者： 

災害対策本部長 

非常 3号配備 

(1)市内で震度 6弱以上を観測する地震が発生 
したとき 

(2)市内の全域に大規模な災害が発生したと 
き、又は全域に拡大することが予想される 
とき 

(3)その他市長が必要と認めたとき 

全職員を配備し、組織の
総力を挙げて対処する体
制とする。 

発令者： 

災害対策本部長 

※消防部、水道部、交通部、ガス部及び市立病院部の非常配備編成は、別に定める。 

 

<非常配備基準> 

配 備 区 分  配 備 基 準 配 備 体 制  

非常 1号配備 

(1)市内で震度 5弱を観測する地震が発生した 
とき 

(2)宮城県に津波警報が発表されたとき 
(3)市内に気象特別警報（暴風特別警報、暴風

雪特別警報、大雨特別警報及び大雪特別警
報）、高潮特別警報又は波浪特別警報が発表
されたとき 

 (4)大雨、洪水、暴風、大雪等により、市内に 
災害が発生し、かつ、拡大のおそれがある
とき（(3)の場合を除く） 

(5)市内に大規模な火災、爆発その他重大な災 
害が発生したとき 

(6)その他市長が必要と認めたとき 

災害情報の収集・伝達、警
戒活動及び災害の応急対
策活動が実施でき、上位
配備に移行できる体制と
し、各部及び各区本部の
おおむね 1/3 の職員をも
ってこれに充てる。 

発令者： 

災害対策本部長 

非常 2号配備 

(1)市内で震度 5強を観測する地震が発生した 
とき 

(2)宮城県に大津波警報が発表されたとき 
(3)大雨、洪水、暴風、大雪等により、災害が本

市の区域に広範囲で発生し、更に拡大する
おそれがあるとき 

(4)その他市長が必要と認めたとき 

相当規模の災害に対する
応急対策活動及び復旧対
策活動が実施できる体制
とし、各部及び各区本部
のおおむね 2/3 の職員を
もってこれに充てる。 発令者： 

災害対策本部長 

非常 3号配備 

(1)市内で震度 6弱以上を観測する地震が発生 
したとき 

(2)市内の全域に大規模な災害が発生したと 
き、又は全域に拡大することが予想される 
とき 

(3)その他市長が必要と認めたとき 

全職員を配備し、組織の
総力を挙げて対処する体
制とする。 

発令者： 

災害対策本部長 

※消防部、水道部、交通部、ガス部、市立病院部、子供未来部（保育所）及び教育部（学校）の非常配備編成

は、別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常配備等に関

する要領に基づ

いた修正 

 

 

 

P46 

第 2章 

第 4節 

避難計画 

 

 

 

 

 

避難計画 

〔災対本部事務局、健康福祉部、都市整備部、消防部、各部、区本部、宮城県警察本部〕 

本節では、地震発生後の火災や家屋の倒壊等により、被害の拡大等が予測される場合にお

いて、市民の安全を確保するために、迅速かつ的確な避難行動を実施するための計画を定め

る。 

なお、沿岸部における津波警報等発表時の避難計画については、第 5 節「津波災害応急計

画」に別途定める。 

避難計画 

〔災対本部事務局、健康福祉部、経済部、都市整備部、消防部、各部、区本部、宮城県警察本部〕 

本節では、地震発生後の火災や家屋の倒壊等により、被害の拡大等が予測される場合にお

いて、市民の安全を確保するために、迅速かつ的確な避難行動を実施するための計画を定め

る。 

なお、沿岸部における津波警報等発表時の避難計画については、第 5 節「津波災害応急計

画」に別途定める。 

 

防災重点ため池

に係る担当部の

追加 
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旧頁 旧 新 備考 

P46 

第 2章 

第 4節 

避難計画 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除についての防災関係
機関への通知並びに市民への広報に関すること 

健 康 福 祉 部  ・災害時要援護者の避難支援の総括に関すること 

都 市 整 備 部  

・宅地災害に伴う避難勧告等の発令・解除の判断に必要な情報の収集に関
すること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関す
ること 

（中略） 

 

 

 

 

2. 避難勧告等の実施 〔災対本部事務局、都市整備部、消防部、区本部〕 

避難勧告等の区分及び発令基準 

（中略） 

※4 防災重点ため池：下流に住宅や公共施設があり、施設が決壊した場合に影響を与える
おそれのあるため池。避難勧告等の発令範囲は、ハザードマップで示され
た浸水範囲を基本とする。 

（資料 6-18「防災重点ため池ハザードマップ」参照） 

～ (5) 略 

 

3. 警戒区域の設定 〔災対本部事務局、都市整備部、消防部〕 

災害対策基本法第 63条に基づき、市長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、人の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があると認めるとき

は、警戒区域の設定を行う。 

略 

実施責任者 

警戒区域設定は、消防部及び都市整備部、区本部等からの要請に基づき、原則として市

長が実施する。ただし、地方自治法又は災害対策基本法等に基づき、補助機関又はその他

の機関が市長の権限を代行することができる。 

～ (5) 略 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除についての防災関係
機関への通知並びに市民への広報に関すること 

健 康 福 祉 部  ・災害時要援護者の避難支援の総括に関すること 

経 済 部 

・防災重点ため池の決壊に伴う避難勧告等の発令・解除の判断に必要な情
報の収集に関すること 

・防災重点ため池の決壊に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報
の収集に関すること 

都 市 整 備 部  

・宅地災害に伴う避難勧告等の発令・解除の判断に必要な情報の収集に関
すること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関す
ること 

（中略） 

 

2. 避難勧告等の実施 〔災対本部事務局、経済部、都市整備部、消防部、区本部〕 

避難勧告等の区分及び発令基準 

（中略） 

※4 防災重点ため池：下流に住宅や公共施設があり、施設が決壊した場合に影響を与える
おそれのあるため池。避難勧告等の発令範囲は、ハザードマップで示され
た浸水範囲を基本とする。 

（資料 6-17「防災重点ため池一覧」参照） 

～ (5) 略 

 

3. 警戒区域の設定 〔災対本部事務局、経済部、都市整備部、消防部〕 

災害対策基本法第 63条に基づき、市長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、人の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があると認めるとき

は、警戒区域の設定を行う。 

略 

実施責任者 

警戒区域設定は、消防部及び経済部、都市整備部、区本部等からの要請に基づき、原則

として市長が実施する。ただし、地方自治法又は災害対策基本法等に基づき、補助機関又

はその他の機関が市長の権限を代行することができる。 

～ (5) 略 

 

 

 

 

 

 

防災重点ため池

に係る担当部の

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照資料の修正 

 

 

 

防災重点ため池

に係る担当部の

追加 

 

 

防災重点ため池

に係る担当部の

追加 
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津波警報等の情報収集伝達体制 〔災対本部事務局、消防部、仙台管区気象台〕 

(1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

気象庁は、地震が発生したときは地震の規模や位置を即時に推定し、これらを基に沿岸

で予想される津波の高さを求め、地震が発生してから約 3 分を目標に大津波警報、津波警

報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発表する。な

お、大津波警報については、津波特別警報に位置付けられる。 

津波警報等と共に発表する予想される津波の高さは、通常は 5 段階の数値で発表する。

ただし、地震の規模がマグニチュード 8 を超えるような巨大地震に対しては津波警報等発

表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津波警報等を発表する。その

場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高

い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを

「巨大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点

で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

ア 津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

《津波警報等の種類と発表される津波の高さ等》 

津波警報等

の種類 
発表基準 

津波の高さ予想

の 

区分 

発表される津波の高

さ 

（※） 

津波警報等を見聞き 

した場合にとるべき 

行動 数値での

発表 

巨大地震の

場合の発表 

大津波警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで 3ｍを超

える場合 

10ｍ＜高さ 10ｍ超 

巨大 

陸域に津波が及び浸水

するおそれがあるた

め、沿岸部や川沿いに

いる人は、直ちに高台

や避難ビルなど安全な

場所へ避難する。 

警報が解除されるまで

安全な場所から離れな

い。 

5ｍ＜高さ≦10ｍ 10ｍ 

3ｍ＜高さ≦5ｍ 5ｍ 

津波警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで 1ｍを超

え、3ｍ以下の場

合 

1ｍ＜高さ≦3ｍ 3ｍ 高い 

津波注意報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで 0.2ｍ以

上、1ｍ以下の場

合であって、津

波による災害の

おそれがある場

合 

0.2ｍ≦高さ≦1

ｍ 
1ｍ 

（表記な

し） 

海の中にいる人は直ち

に海から上がって、海

岸から離れる。海水浴

や磯釣りは危険なので

行わない。 

注意報が解除されるま

で海に入ったり海岸に

近付いたりしない。 

※ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位とその時点に津波がなかったとした場

合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

イ 略 

津波警報等の情報収集伝達体制 〔災対本部事務局、消防部、仙台管区気象台〕 

(1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

気象庁は、地震が発生したときは地震の規模や位置を即時に推定し、これらを基に沿岸

で予想される津波の高さを求め、地震が発生してから約 3 分を目標に大津波警報、津波警

報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発表する。な

お、大津波警報については、津波特別警報に位置付けられる。 

津波警報等と共に発表する予想される津波の高さは、通常は 5 段階の数値で発表する。

ただし、地震の規模がマグニチュード 8 を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい

地震の規模をすぐに求めることができないため、津波警報等発表の時点では、その海域に

おける最大の津波想定等をもとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津

波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発

表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表

した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更新し、津

波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

ア 津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

《津波警報等の種類と発表される津波の高さ等》 

津波警報 

等の種類 
発表基準 

発表される津波の高さ 

想定される被害と取るべき行

動 数値での発表 

巨大地震

の場合の

発表 

大津波 

警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで３ｍを超

える場合 

10ｍ超 

（10ｍ＜予想高さ） 

巨大 

木造家屋が全壊・流失し，人は

津波による流れに巻き込まれ

る。沿岸部や川沿いにいる人

は，ただちに高台や津波避難 

ビルなど安全な場所へ避難す

る。警報が解除されるまで安

全な場所から離れない。 

10ｍ 

（５ｍ＜予想高さ≦10ｍ） 

 

５ｍ 

（３ｍ＜予想高さ≦５ｍ） 

津波 

警報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで１ｍを超

え，３ｍ以下の場

合 

３ｍ 

（１ｍ＜予想高さ≦３ｍ） 

 

高い 

標高の低いところでは津波が

襲い，浸水被害が発生する。人

は津波による流れに巻き込ま

れる。沿岸部や川沿いにいる

人はただちに高台や津波避難

ビルなど安全な場所へ避難す

る。警報が解除されるまで安

全な場所から離れない。 

津波 

注意報 

予想される津波

の高さが高いと

ころで 0.2ｍ以

上，１ｍ以下の場

合であって，津波

による災害のお

それがある場合 

１ｍ 

（0.2ｍ≦予想高さ≦１ｍ） 

 

(表記し

ない) 

海の中では人は速い流れに巻

き込まれ，また，養殖いかだが

流失し小型船舶が転覆する。

海の中にいる人はただちに海

から上がって，海岸から離れ 

る。海水浴や磯釣りは危険な

ので行わない。注意報が解除

 

 

 

 

 

 

 

表現の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 
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(2) 津波情報 

気象庁は、津波警報等を発表した場合には、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想

される津波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表する。 

ア 津波情報の種類と発表内容 

《津波情報の種類と発表内容》 

 情 報 の 種 類 発 表 内 容 

津
波
情
報 

津波到達予想時刻・予想される津

波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津

波の高さを 5段階の数値（メートル単位）又は「巨大」

や「高い」という言葉で発表［発表される津波の高さ

の値は、《津波警報等の種類と発表される津波の高さ

等》表参照］ 

各地の満潮時刻・津波到達予想時

刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（※1） 

沖合の津波観測に関する情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値

から推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津

波予報区単位で発表 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表 

 (※1) 津波観測に関する情報の発表内容について 

・沿岸で観測された津波の第１波到達時刻と押し引き、及びその時点までに観測された最大波の観測時

刻と高さを発表する。 

・最大波の観測値については、大津波警報又は津波警報を発表中の津波予報区において、観測された津

波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されるまで海に入ったり海岸

に近付いたりしない。 

※ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位とその時点に津波がなかったとした場

合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

イ 略 

(2) 津波情報 

気象庁は、津波警報等を発表した場合には、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想

される津波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表する。 

ア 津波情報の種類と発表内容 

《津波情報の種類と発表内容》 

情報の種類 発表内容 

津波到達予想時刻・予想される

津波の高さに関する情報（注１） 

各津波予報区の津波の到達予想時刻（注２）や予想される津波

の高さ（発表内容は津波警報・注意報の種類の表に記載）を

発表 

各地の満潮時刻・津波到達予想

時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（注３） 

沖合の津波観測に関する情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ，及び沖合の観測値から推

定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で

発表（注４） 

（注１）「津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報」は、ＸＭＬ電文では「津波警

報・注意報・予報」（VTSE41）に含まれる。  

（注２）この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く津波が到達する時

刻である。場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくることも

ある。  

（注３）津波観測に関する情報の発表内容について  

     ・沿岸で観測された津波の第１波の到達時刻と押し引き、及びその時点までに観測され

た最大波の観測時刻と高さを発表する。  

      ・最大波の観測値については、大津波警報又は津波警報を発表中の津波予報区において、

観測された津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が

到達中であることを伝える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 
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《最大波の観測値の発表内容》 

津波警報等の 

発表状況 
観測された津波の高さ 内 容 

大 津 波 警 報 
1ｍ超 数値で発表 

1ｍ以下 「観測中」と発表 

津 波 警 報 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津 波 注 意 報 （すべての場合） 

数値で発表（津波の高さがご

く小さい場合は「微弱」と表

現） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値）の発表内容》 

発表中の 

津波警報等 
沿岸で推定される津波の高さ 発 表 内 容 

大 津 波 警 報 

3ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

3ｍ以下 

沖合での観測値を「観測中」、 

沿岸での推定値は「推定中」と発

表 

津 波 警 報 

1ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

1ｍ以下 

沖合での観測値を「観測中」、 

沿岸での推定値は「推定中」と発

表 

津 波 注 意 報 （すべての場合） 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

 

 

 

 

イ 略 

《最大波の観測値の発表内容》 

津波警報等の 

発表状況 
観測された津波の高さ 内 容 

大 津 波 警 報 
1ｍ超 数値で発表 

1ｍ以下 「観測中」と発表 

津 波 警 報 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津 波 注 意 報 （すべての場合） 

数値で発表（津波の高さがご

く小さい場合は「微弱」と表

現） 

  

（注４）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について  

     ・沖合で観測された津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測され 

た最大波の観測時刻と高さを観測点ごとに発表する。また、これら沖合の観測値 

から推定される沿岸での推定値（第１波の推定到達時刻、最大波の推定到達時刻 

と推定高さ）を津波予報区単位で発表する。 

・最大波の観測値及び推定値については、沿岸での観測と同じように避難行動への 

影響を考慮し、一定の基準を満たすまでは数値を発表しない。大津波警報又は津 

波警報が発表中の津波予報区において、沿岸で推定される津波の高さが低い間は、 

数値ではなく「観測中」（沖合での観測値）または「推定中」（沿岸での推定値） 

の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

《沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値（注））の発表内容》 

発表中の 

津波警報等 
沿岸で推定される津波の高さ 発 表 内 容 

大 津 波 警 報 

3ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

3ｍ以下 

沖合での観測値を「観測中」、 

沿岸での推定値は「推定中」と発

表 

津 波 警 報 

1ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

1ｍ以下 

沖合での観測値を「観測中」、 

沿岸での推定値は「推定中」と発

表 

津 波 注 意 報 （すべての場合） 
沖合での観測値、沿岸での推定値 

とも数値で発表 

（注）沿岸から距離が 100kmを超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付けが 

難しいため、沿岸での推定値は発表しない。また、最大波の観測値については数値で 

はなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

イ 略 
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(3) 津波予報 

気象庁は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を

津波予報で発表する。 

《津波予報の発表基準と発表内容》 

 発 表 基 準 発 表 内 容 

津
波
予
報 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2m未満の海面変動が予想されたとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発

表） 

高いところでも 0.2m 未満の海面変動のた

め被害の心配はなく、特段の防災対応の必

要がない旨を発表 

津波注意報の解除後も海面変動が継続す

るとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発

表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今

後も継続する可能性が高いため、海に入っ

ての作業や釣り、海水浴などに際しては十

分な留意が必要である旨を発表 

 

 

(4)  略 

(5) 津波警報等の収集伝達 

消防部は、仙台管区気象台、宮城県及び宮城県警察本部等から伝達される津波警報等を

受信した場合は、次の伝達系統に基づき、関係する部、区本部及び市民に対し速やかに情

報を伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 津波予報 

気象庁は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を

津波予報で発表する。 

《津波予報の発表基準と発表内容》 

発表基準 内容 

津波が予想されないとき(地震情報に含

めて発表) 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2m未満の海面変動が予想されたとき
（注） (津波に関するその他の情報に含め

て発表) 

高いところでも0.2m未満の海面変動のため被害の

心配はなく，特段の防災対応の必要がない旨を発表 

津波注意報の解除後も海面変動が継続

するとき（注）(津波に関するその他の情報

に含めて発表) 

津波に伴う海面変動が観測されており，今後も継続

する可能性が高いため，海に入っての作業や釣り，

海水浴などに際しては十分な留意が必要である旨

を発表 

（注）「0.2m未満の海面変動が予想されたとき」又は「津波警報等の解除後も海面変動が 

継続するとき」に発表する津波予報は、ＸＭＬ電文では「津波警報・注意報・予報」（VTSE41）

で発表される。 

(4) 略 

(5) 津波警報等の収集伝達 

消防部は、仙台管区気象台、宮城県及び宮城県警察本部等から伝達される津波警報等を

受信した場合は、次の伝達系統に基づき、関係する部、区本部及び市民に対し速やかに情

報を伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 
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計画 

 

 

 

〈津波警報等の伝達系統図 〉

 

注）二重線の経路は、気象業務法第 15条の 2によって、特別警報が発表された際に、通知もしく

は周知の措置が義務付けられている経路。 

注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第 8条第 1号の規定に基づく法定伝達先 

〈津波警報等の伝達系統図 〉

 

注）二重線の経路は、気象業務法第 15条の 2によって、特別警報が発表された際に、通知もしく

は周知の措置が義務付けられている経路。 

注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第 8条第 1号の規定に基づく法定伝達先 

 

表記の適正化 

 

P64 

第 2章 

第 6節 

帰宅困難者対

策 

旅行客への対策 〔文化観光部〕 

旅行客の安全な避難・誘導の実施に必要な情報の提供を行う。また、帰宅困難となった観光

客等への一時的な宿泊場所の提供が必要な場合は、観光関連機関と連携し対応に努める。 

 

旅行客への対策 〔文化観光部〕 

観光客の帰宅困難者に、一時的な宿泊場所等の必要な情報の提供を行う体制について、観光

関連機関と連携し対応に努める。 

 

 

表現の修正 
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第 2章 

第 7節 

災害情報の収

取伝達計画 

 

 

 

災害情報の収集・伝達 

震災の初動期は、人命の救助と火災への対応、自衛隊の災害派遣要請や広域応援要請などの

災害応急対策の基本的な方針を決定する重要な時期であることから、地震・津波が発生した場

合、迅速性を最優先として災害情報の収集伝達を行う。 

略 

災対本部が行う情報収集 

ア 略 

災害情報の収集・伝達 

震災の初動期は、人命の救助と火災への対応、自衛隊の災害派遣要請や広域応援要請などの

災害応急対策の基本的な方針を決定する重要な時期であることから、地震・津波が発生した場

合、迅速性を最優先として災害情報の収集伝達を行う。 

略 

災対本部が行う情報収集 

ア 略 

 

 

 

 

 

 

 

市

民 

各消防署所 

各消防団 

消防航空隊 

交番・駐在

警察署 

報道機関 

仙
台
管
区
気
象
台 

ＮＴＴ東日本(株) 

宮城県 

消
防
局
警
防
本
部 

（
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
） 

気
象
庁 

民間気象
会社 

仙
台
市
災
害
対
策
本
部
等 

（
災
害
情
報
セ
ン
タ
ー
） 

防災情報提供システム 

テレビ・ラジオ 

消防車 

消防車 

広報車 

ヘリコプター 

ヘリ・警察車両 

仙台市津波情報伝達システム 

杜の都防災 Web・杜の都防災メール 

緊急速報メール・ＳＮＳ（ツイッター） 

各 区 

消防庁 

ＮＨＫ 

東北管区  
警察局 

第二管区海
上保安本部 

東北地方 
整備局 

宮城県   
警察本部 

市

民 

各消防署所 

各消防団 

消防航空隊 

交番・駐在

警察署 

報道機関 

仙
台
管
区
気
象
台 

ＮＴＴ東日本(株) 

宮城県 

消
防
局
警
防
本
部 

（
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
） 

気
象
庁 

民間気象
会社 

仙
台
市
災
害
対
策
本
部
等 

（
災
害
情
報
セ
ン
タ
ー
） 

防災情報提供システム 

テレビ・ラジオ 

消防車 

消防車 

広報車 

ヘリコプター 

ヘリ・警察車両 

仙台市津波情報伝達システム 

杜の都防災 Web・杜の都防災メール 

緊急速報メール・ＳＮＳ（ツイッター） 

各 区 

消防庁 

ＮＨＫ 

東北管区  
警察局 

宮城県   
警察本部 

第二管区海
上保安本部 

東北地方 
整備局 
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イ 防災関係機関からの情報収集 

災対本部事務局、各部及び区本部は、状況に応じて、防災関係機関から次の情報を収集

する。 
 

収 集 担 当 収集する情報  収 集 先 

災 対 本 部 
事 務 局 

気象等に係る特別警報、警報、注意報及び気象情
報 

仙 台 管 区 気 象 台 

ライフラインの被害（停電戸数、通信不通回線数）
と復旧状況 

東北電力㈱宮城支 店 
NTT東日本㈱宮城事業部 
携 帯 通 信 事 業 各 社 

鉄道施設の被害と復旧状況等 JR 東日本㈱仙台支社 

県下の被害情報 宮城県総務部危機対策課 

テレビ･ラジオ等マスコミのモニタリング 

健康福祉部 医療施設の被害と診療状況等 
仙 台 市 医 師 会 
仙 台 歯 科 医 師 会 
仙 台 市 薬 剤 師 会 

都市整備部 県管理砂防施設等の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

建 設 部 

国管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局 
仙台河川国道事務 所 

県管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
仙 台 土 木 事 務 所 
大 河 原 土 木 事 務 所 

東北自動車道、山形自動車道、仙台東部道路、仙
台南部道路の被害と復旧状況等 

NEXCO 東日本㈱東北支社 

国管理河川の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局 
仙台河川国道事務 所 

県管理河川の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

区 本 部 死者、行方不明者の状況及び交通規制の状況等 市 内 各 警 察 署 
 

略 

イ 防災関係機関からの情報収集 

災対本部事務局、各部及び区本部は、状況に応じて、防災関係機関から次の情報を収集

する。 
 

収 集 担 当 収集する情報  収 集 先 

災 対 本 部 
事 務 局 

気象等に係る特別警報、警報、注意報及び気象情
報 

仙 台 管 区 気 象 台 

ライフラインの被害（停電戸数、通信不通回線数）
と復旧状況 

東北電力㈱宮城支 店 
東北電力ネットワーク（株）宮城支社 
NTT東日本㈱宮城事業部 
携 帯 通 信 事 業 各 社 

鉄道施設の被害と復旧状況等 JR 東日本㈱仙台支社 

県下の被害情報 宮城県総務部危機対策課 

テレビ･ラジオ等マスコミのモニタリング 

健康福祉部 医療施設の被害と診療状況等 
仙 台 市 医 師 会 
仙 台 歯 科 医 師 会 
仙 台 市 薬 剤 師 会 

都市整備部 県管理砂防施設等の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

建 設 部 

国管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局 
仙台河川国道事務 所 

県管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
仙 台 土 木 事 務 所 
大 河 原 土 木 事 務 所 

東北自動車道、山形自動車道、仙台東部道路、仙
台南部道路の被害と復旧状況等 

NEXCO 東日本㈱東北支社 

国管理河川の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局 
仙台河川国道事務 所 

県管理河川の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

区 本 部 死者、行方不明者の状況及び交通規制の状況等 市 内 各 警 察 署 
 

略 

 

 

 

 

 

 

 

分社化・指定公

共機関指定に伴

う記載追加 
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通信手段の確保  

災害発生時の情報伝達には、既存の通信設備を効率的に活用し、迅速かつ的確な情報の伝達

を図る。 

(1) ～ （3） 略 

無線通信網の利用 

有線回線での通信と併せて、以下の無線網を活用する。 

ア 防災行政用無線等 

①仙台市防災行政用無線（デジタル移動通信系） 

災害情報センターと各部及び区本部、又は各部及び区本部と所属する移動局間の通信 

通信手段の確保  

災害発生時の情報伝達には、既存の通信設備を効率的に活用し、迅速かつ的確な情報の伝達

を図る。 

(1) ～ （3） 略 

無線通信網の利用 

有線回線での通信と併せて、以下の無線網を活用する。 

ア 防災行政用無線等 

①仙台市防災行政用無線（デジタル移動通信系及び IP系） 

災害情報センターと各部及び区本部、又は各部及び区本部と所属する移動局間の通信 

 

 

 

 

 

 

 

IP無線の追加 
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旧頁 旧 新 備考 

（資料 4-1「仙台市防災行政用無線の管理運用に関する要綱」参照） 

② ～ ④ 略 

イ ～ ウ 略 

～ （6） 略 

（資料 4-1「仙台市防災行政用無線の管理運用に関する要綱」参照） 

② ～ ④ 略 

イ ～ ウ 略 

～ （6） 略 
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集伝達計画 

被害状況等の報告  

災対本部事務局に対する報告 

ア 略 

 

イ 報告の方法 

各部及び区本部は、被害状況等を各様式により FAXで報告するものとする。 

ただし、文書により報告するいとまがない場合は、速報として電話及び防災行政用無線

により口頭で報告し、事後に文書で報告する。 

①被害状況報告（様式 1-1及び 1-2，様式 4～8） 

各部及び各区本部が把握した被害状況を集計し、定期的に報告する。 

また、災対本部事務局から指示があった場合は、その都度報告する。 

②災害発生状況報告（様式 2） 

災害初動期の段階で、災害発生の事実を迅速に把握した後、直ちに報告する。 

（消防部は指令書による報告も含む。） 

また、経過、応急対策の実施状況及び被害等が判明した時点で、更に報告する。 

③ 略 

～ (4) 略 

被害状況等の報告  

災対本部事務局に対する報告 

ア 略 

 

イ 報告の方法 

各部及び区本部は、被害状況等を各様式に記載し、災対本部事務局が指定するフォルダ

に格納して報告するものとする。 

ただし、文書により報告するいとまがない場合は、速報として電話又は防災行政用無線

により口頭で報告し、事後に文書で報告する。 

①被害状況報告（様式 1-1及び 1-2，様式 4～8） 

各部及び各区本部が把握した被害状況を集計し、定期的に報告する。 

また、災対本部事務局から指示があった場合は、その都度報告する。 

②災害発生状況報告（様式 2） 

災害の状況等により、災対本部事務局から指示があった場合は、被害状況報告（様式

1-1及び 1-2）とは別に、災害の概要、応急対策の実施状況の経過等を記載して報告す

る。 

③ 略 

～ (4) 略 

 

 

 

 

 

報告方法の変更 

P78 
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第 8節 

災害広報・広

聴計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

広聴相談活動 〔市民部・区本部〕 

電話による問合せ窓口の設置 

ア 市民部は、災害の状況により必要な場合、電話による市民からの問合せや相談に対応し、

情報提供等を行うため、災対本部事務局と協議の上、関係する部の協力を得て「問合せ専

用チーム」（仮称。以下同じ）を組織し電話相談窓口を設置する。 

イ 「問合せ専用チーム」は、災対本部事務局と協議し、問合せへの対応方法を定め、その

内容を掲示する等により班員に周知し、対応の迅速化を図る。 

ウ 「問合せ専用チーム」は、当日の問合せ内容、件数を記録、集約し、災対本部事務局に

報告を行う。ただし、市民からの情報が災害応急対策上、緊急かつ重要な場合は、直ちに

災対本部事務局に報告を行う。 

エ 区本部においても、災害の状況により必要な場合は、「問合せ専用チーム」を組織し、

電話による市民からの問合せや相談等に対応する。 

3. 広聴相談活動 〔市民部・区本部〕 

(1) 電話による問合せ窓口の設置 

ア 市民部は、災害の状況により必要な場合、災対本部事務局と協議のうえ、電話による問

合せ窓口を設置する。なお、設置にあたっては、仙台市総合コールセンターの活用も検討

する。 

イ 問合せ窓口は、災対本部事務局や関係する部及び関係機関と連絡を密にしながら、電話

による市民からの問合せへの回答や情報収集などの対応を行う。 

ウ 問合せ窓口は、当日の問合せ内容、件数を記録、集約し、災対本部事務局に報告を行う。

ただし、市民からの情報が災害応急対策上、緊急かつ重要な場合は、直ちに災対本部事務

局に報告を行う。 

エ 区本部においても、災害の状況により必要な場合は、「問合せ専用チーム」を組織し、

電話による市民からの問合せや相談等に対応する。 

 

 

コールセンター

開設に伴う修正 
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総合市政相談窓口の設置 

市民部及び区本部は、必要な場合、市民からの問合せや相談等に対応するため、市民の

ための総合市政相談窓口（総合市政相談所）を市役所内に、また、市政相談窓口（市政相談

所）を各区役所内に設置し、広聴相談を実施する。 

この場合、必要に応じ、災対本部事務局と調整を図り、関係する各部及び区本部に相談

員の派遣を要請する。 

なお、開設に併せて効果的な広報手段により、窓口開設の周知を行う。 

（資料 9-4「主な相談内容及び関係機関、担当部一覧」参照） 

略 

国の機関及び特殊法人、県等との協力体制 

市民部は、大規模災害発生時に開設される、国及び特殊法人の出先機関、地方公共団体、

各種団体等で構成される「特別総合行政相談所」（事務局：東北管区行政評価局）の設置・

運営に協力し、この相談所を通じた国等の動向及びその情報収集に努める。 

※「特別総合行政相談所」とは、宮城地域行政苦情相談連絡協議会（構成機関：国・特殊法人の出先機

関、地方公共団体等 34機関）が国の防災基本計画に基づき、申合せを行った大規模災害発生時に被災

地域において、被災者等からの各種相談、問合せ等に応じるための総合的な相談窓口である。  

～ （7） 略 

広聴相談体制フロー 

 

※ 市民部及び区本部は、必要に応じ電話による相談窓口を設置し対応する。 

 

 

 

 

(2) 総合市政相談窓口の設置 

市民部及び区本部は、必要な場合、市民からの問合せや相談等に対応するため、市民の

ための総合市政相談窓口（総合市政相談所）または市政相談窓口（市政相談所）を設置す

る。 

この場合、必要に応じ、災対本部事務局と協議のうえ、関係する各部及び区本部に相談

員の派遣を要請する。 

なお、開設に併せて効果的な広報手段により、窓口開設の周知を行う。 

（資料 9-4「主な相談内容及び関係機関、担当部一覧」参照） 

(3) 略 

国の機関及び特殊法人、県等との協力体制 

市民部は、大規模災害発生時に開設される、国及び特殊法人の出先機関、地方公共団体、

各種団体等で構成される「特別総合行政相談所」（事務局：東北管区行政評価局）の設置・

運営に協力し、この相談所を通じた国等の動向及びその情報収集に努める。 

※「特別総合行政相談所」とは、宮城地域行政苦情相談連絡協議会（構成機関：国・特殊法人の出先機

関、地方公共団体等 42機関）が国の防災基本計画に基づき、申合せを行った大規模災害発生時に被災

地域において、被災者等からの各種相談、問合せ等に応じるための総合的な相談窓口である。  

～ （7） 略 

広聴相談体制フロー 

 

※ 市民部及び区本部は、必要に応じ電話による問合せ窓口を設置し対応する。 

 

 

 

コールセンター

開設に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コールセンター

開設に伴う修正 

 

災対本部事務局 防災関係機関 関係部 各種協会等 

国の出先機関、

特殊法人、県 

等  
区本部 

移動巡回相談 

市政相談所 総合市政相談所 

市民部 

専門相談 

（法律相談等） 

専門相談 

（法律相談等） 

連 携 連 携

調整

相談員の派遣要請

情報収集

（特別行政相談所）

相談員の派遣

市 民 ・ 事 業 所 等  

回 答相 談
相 談 回 答

災対本部事務局 防災関係機関 関係部 各種協会等 

国の出先機関、

特殊法人、県 

等  
区本部 

移動巡回相談 

市政相談所 総合市政相談所 

市民部 

専門相談 

（法律相談等） 

専門相談 

（法律相談等） 

連 携 連 携

調整

相談員の派遣要請

情報収集

（特別行政相談所）

相談員の派遣

市 民 ・ 事 業 所 等  

回 答相 談
相 談 回 答
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2. 避難所の開設及び避難者の受け入れ 〔各部、区本部〕 

避難者の受け入れについては、災害救助法が適用された場合、市長が実施するが、災害救助

法が適用されない場合であっても、災害救助法及び仙台市災害救助法施行細則を基準として避

難受け入れを行う。 

(1) 略  

 

(2) 避難所の開設 

  (中略) 

〈避難所開設基準〉 

条 件 開 設 方 法 

①市内で震度 6弱 
以上の地震が発
生 
したとき 

・平日日中 
 8：30 
～ 

17：00 

○各部から、担当する指定避難所へ避難所担当職員を派
遣し、被害、避難状況等を区本部へ報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

 

・休日 
・平日夜間 

17：00 
 ～ 
翌 8：30 

○あらかじめ指定した各指定避難所近隣に居住する職員
（指定動員）を、派遣するとともに、各部から担当す
る指定避難所へ避難所担当職員を派遣し、被害、避難
状況等を区本部へ報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

 

②宮城県に津波注意報・津波警
報・大津波警報が発表されたと
き 

○区本部は、あらかじめ選定した指定避難所の避難所担
当課及び施設管理者に対して連絡する。 

○各部から担当する指定避難所へ避難所担当職員を派遣
し、被害、避難状況等を報告させる。 
ただし、大津波警報発表時は、津波避難エリア内にあ
る指定避難所は上記対象から除く。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

③避難勧告等発令時 
※①、②によらないときで、居住者等の

生命又は身体に危険が及ぶおそれが

あると認められる事象が発生、又は

発生すると予想される場合等 

○区本部は、発令対象地域近傍の指定避難所等を選定の
上、避難所担当課及び施設管理者に対して連絡する。 

○各部から担当する指定避難所へ避難所担当職員を派遣
し、被害、避難状況等を報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

④その他の場合 ○以下の場合等に開設し、各部から避難所担当職員を派
遣し、開設する。 

 ・市内において大規模停電が発生したとき。 
・施設管理者等から区本部へ避難状況の報告があり、
開設が必要と認めるとき。 

・必要に応じて、区本部が避難所施設の巡回確認を行
い、避難状況等から開設が必要と認めるとき。 

2. 避難所の開設及び避難者の受け入れ 〔各部、区本部〕 

避難者の受け入れについては、災害救助法が適用された場合、市長が実施するが、災害救助

法が適用されない場合であっても、災害救助法及び仙台市災害救助法施行細則を基準として避

難受け入れを行う。 

(1) 略  

 

(2) 避難所の開設 

(中略) 

〈避難所開設基準〉 

条 件 開 設 方 法 

①市内で震度 6弱 
以上の地震が発
生 
したとき 

・平日日中 
 8：30 
～ 

17：15 

○各部から、担当する指定避難所へ避難所担当職員を派
遣し、被害、避難状況等を区本部へ報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

 

・休日 
・平日夜間 

17：15 
 ～ 
翌 8：30 

○あらかじめ指定した各指定避難所近隣に居住する職員
（指定動員）を、派遣するとともに、各部から担当す
る指定避難所へ避難所担当職員を派遣し、被害、避難
状況等を区本部へ報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

 

②宮城県に津波注意報・津波警
報・大津波警報が発表されたと
き 

○区本部は、あらかじめ選定した指定避難所の避難所担
当課及び施設管理者に対して連絡する。 

○各部から担当する指定避難所へ避難所担当職員を派遣
し、被害、避難状況等を報告させる。 
ただし、大津波警報発表時は、津波避難エリア内にあ
る指定避難所は上記対象から除く。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

③避難勧告等発令時 
※①、②によらないときで、居住者等の

生命又は身体に危険が及ぶおそれが

あると認められる事象が発生、又は

発生すると予想される場合等 

○区本部は、発令対象地域近傍の指定避難所等を選定の
上、避難所担当課及び施設管理者に対して連絡する。 

○各部から担当する指定避難所へ避難所担当職員を派遣
し、被害、避難状況等を報告させる。 

○施設の安全が確認された場合、区本部は避難所を開設
する。 

④その他の場合 ○以下の場合等に開設し、各部から避難所担当職員を派
遣し、開設する。 

 ・市内において大規模停電が発生したとき。 
・施設管理者等から区本部へ避難状況の報告があり、
開設が必要と認めるとき。 

・必要に応じて、区本部が避難所施設の巡回確認を行
い、避難状況等から開設が必要と認めるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所開設基準

における時間区

分の記載の適正

化 
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○ ②の場合において、津波避難施設・場所を含む開設避難所等は、以下の資料を参照
するものとする。          （資料 6-15「避難勧告等発令に伴う開設避難所

等一覧」参照） 
○ 上記にかかわらず、施設管理者及び地域団体は、避難者等の状況により、あるいは
事前協議において定めた方法に基づき、必要に応じて避難者を受入れるものとする。 

（施設管理者：第 2 章 第 12 節「避難所運営計画」第 2項(6)、地域団体：第 1 章 第 6
節「避難所を主体的に運営する」第 2項(1)参照） 

※補助避難所については、地域、市、施設の事前協議に基づき適時開設する。 

※福祉避難所の開設については、第 13節「災害時要援護者への対応計画」で定める。 

 

(3)～(8) 略 

 

○ ②の場合において、津波避難施設・場所を含む開設避難所等は、以下の資料を参照
するものとする。          （資料 6-15「避難勧告等発令に伴う開設避難所

等一覧」参照） 
○ 上記にかかわらず、施設管理者及び地域団体は、避難者等の状況により、あるいは
事前協議において定めた方法に基づき、必要に応じて避難者を受入れるものとする。 

（施設管理者：第 2 章 第 12 節「避難所運営計画」第 2項(6)、地域団体：第 1 章 第 6
節「避難所を主体的に運営する」第 2項(1)参照） 

※補助避難所については、地域、市、施設の事前協議に基づき適時開設する。 

※福祉避難所の開設については、第 13節「災害時要援護者への対応計画」で定める。 

 

(3)～(8) 略 
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避難所運営 〔関係各部、区本部〕 

（中略） 

～ （4） 略 

避難所運営委員会の活動 

ア 略 

イ 避難者への配慮 

① 略 

② 避難所の空間配置（総務班） 

避難所施設で定める施設の利用計画等に基づき、居住スペースや共有スペースの割

り振りを行う。 

居住スペースについては、可能な限り町内会等の地域のまとまりを生かすとともに、

災害時要援護者に配慮した割り振りを行う。 

また、共有スペースについては、トイレ等必要性の高いものから確認・設置し、性別

等によるニーズ等に配慮するとともに、使用ルールを明確にする等、円滑な運用に努

める。 

③ ～ ⑪ 略 

～ （8） 略 

避難所運営 〔関係各部、区本部〕 

（中略） 

～ （4） 略 

避難所運営委員会の活動 

ア 略 

イ 避難者への配慮 

① 略 

② 避難所の空間配置（総務班） 

避難所施設で定める施設の利用計画等に基づき、居住スペースや共有スペースの割

り振りを行う。 

居住スペースについては、可能な限り町内会等の地域のまとまりを生かすとともに、

災害時要援護者に配慮した割り振りを行う。また、体調不良者を受け入れる専用スペ

ースや、専用のトイレ、手洗い場等を確保するよう努める。 

共有スペースについては、トイレ等必要性の高いものから確認・設置し、性別等によ

るニーズ等に配慮するとともに、使用ルールを明確にする等、円滑な運用に努める。 

③ ～ ⑪ 略 

～ （8） 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症対策とし

て行う体調不良

者のスペース確

保等を追記 
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道路交通の確保 〔市民部、建設部、区本部、宮城県警察本部〕 

(1) ～ (2) 略 

(3) 道路啓開等の実施 

建設部及び区本部は、道路の損傷及び道路上の障害物等により交通不能となった場合は、

速やかに応急復旧や道路啓開を行う。 

なお、緊急車両の通行を確保する緊急の必要がある場合、道路管理者は区間を指定して、

道路交通の確保 〔市民部、建設部、区本部、宮城県警察本部〕 

(1) ～ (2) 略 

(3) 道路啓開等の実施 

建設部及び区本部は、道路の損傷及び道路上の障害物等により交通不能となった場合は、

速やかに応急復旧や道路啓開を行う。 

なお、緊急車両の通行を確保する緊急の必要がある場合、道路管理者は区間を指定して、
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緊急車両の妨げとなる車両の運転者等に対して移動を命令する。運転者の不在時等は道路

管理者自ら車両を移動し、通行を確保する。この場合、通常生ずべき損失については、第

24節の規定に基づき補償するものとする。 

また、道路啓開を行う路線の優先順位を決めるに当たっては、他の道路管理者、宮城県

警察本部、災対本部事務局とも協議の上、おおむね次の基準により行う。 

 

ア 略 

イ 宮城県緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会指定緊急輸送道路 

災害発生時の救急、消防、緊急物資・道路復旧資機材の搬出入のため、必要最小限通

行を確保する県域でのネットワーク構成路線及び災害復旧活動の支援等に用いる河川

敷道路。優先順位は以下のとおり。 

第 1次緊急輸送道路 県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡する。 

第 2 次緊急輸送道路 第 1 次緊急輸送道路と市・区役所、主要な防災拠点（行政機

関、公共機関、主要駅、港湾、ヘリポート、災害拠点病院、

自衛隊等）を連絡する。 

第 3次緊急輸送道路 その他の防災・輸送拠点との連絡を図る。 
 

ウ 略 

 

応急措置及び体制については、第 17節「二次災害の防止」に定めるところによる。 

 

(4) ～ (5) 略 

緊急車両の妨げとなる車両の運転者等に対して移動を命令する。運転者の不在時等は道路

管理者自ら車両を移動し、通行を確保する。この場合、通常生ずべき損失については、第

24節の規定に基づき補償するものとする。 

また、道路啓開を行う路線の優先順位を決めるに当たっては、他の道路管理者、宮城県

警察本部、災対本部事務局とも協議の上、おおむね次の基準により行う。 

 

ア 略 

イ 宮城県道路防災情報連絡協議会指定緊急輸送道路 

災害時における救急医療、物資供給等の緊急的な輸送を、円滑かつ確実に実施するた

めに必要な道路として指定する路線。優先順位は以下のとおり。 

第１次緊急輸送道路 第１次防災拠点及び隣接県を結ぶ主要道路 

※第１次防災拠点：地方公共団体（県庁及び県内７地方生活圏の中心都市）、空港、

主要港湾、仙台駅、広域防災拠点、圏域防災拠点 

第２次緊急輸送道路 第１次緊急輸送道路と第２次防災拠点を結ぶ道路、脆弱性を考

慮した多重化・代替性確保のための道路 

※第２次防災拠点：地方公共団体（第１次以外）、警察、消防、指定地方行政機関、

自衛隊、港湾（第１次以外）、地方公共機関、病院（災害拠点病院）、

広域避難場所、物資拠点（ヘリポート、駅、郵便局、道の駅、集積

所） 

第３次緊急輸送道路 第１次・第２次緊急輸送道路と第３次防災拠点を結ぶ道路、脆

弱性を考慮した多重化・代替性確保のための道路 

※第３次防災拠点：保健所、病院（第２次緊急医療施設）、物資拠点（駅（第２次

以外））、地域物資・活動拠点 

ウ 略 

 

応急措置及び体制については、第 17節「二次災害の防止」に定めるところによる。 

(4) ～ (5) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急輸送道路の

定義の変更に伴

う修正 
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一般廃棄物の収集運搬 〔環境部〕 

略 

し尿の収集処理 

ア し尿の収集・処理方法 

① ～ ③ 略 

④ 指定避難所以外の世帯で、水洗トイレ使用世帯においては、河川水、くみ置き水等に

一般廃棄物の収集運搬 〔環境部〕 

略 

し尿の収集処理 

ア し尿の収集・処理方法 

① ～ ③ 略 

④ 指定避難所以外の世帯で、水洗トイレ使用世帯においては、河川水、くみ置き水等に
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旧頁 旧 新 備考 

よって水を確保し、極力下水道機能の活用を図るが、水洗トイレの使用不能等必要に応

じ災害用携帯型簡易トイレの配布を検討する。 

イ 略 

 

よって水を確保し、極力下水道機能の活用を図るが、水洗トイレの使用不能等必要に応

じ、避難所における災害用携帯型簡易トイレの配布を検討する。 

イ 略 

 

表現の修正 

P126 

第 2章 

第 16節 

廃棄物処理計

画 

 

災害によるがれき等震災廃棄物の処分 〔環境部〕 

被災地の応急対策や復旧・復興の円滑な実施を図るため、発災後速やかに被害棟数等から国

土交通省「建設廃棄物排出量の将来予測」及び過去の地震災害のデータを参考に原単位を求め、

震災ごみの発生量を推計する。次に、震災で破損した家具・家電製品等の粗大ごみや建物の焼

失、倒壊及び解体により発生する廃木材及びコンクリートがら等（以下「がれき」という。）を

適正に処理する。 

なお、アスベスト含有有害廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137号）等の規定に従い適正な処理を進める。 

各区本部等の協力により、がれきの発生状況を把握し、速やかに処理計画を策定するととも

に、計画に基づいた体制の整備を図る。 

(1) ～ (4) 略 

(5) アスベスト含有有害廃棄物の処理 

アスベスト含有有害廃棄物の処理は、｢災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュア

ル｣（平成 19年 8月 環境省 水・大気環境局大気環境課）に従い適正に処理を進める。 

 

災害によるがれき等震災廃棄物の処分 〔環境部〕 

被災地の応急対策や復旧・復興の円滑な実施を図るため、発災後速やかに被害棟数等から国

土交通省「建設廃棄物排出量の将来予測」及び過去の地震災害のデータを参考に原単位を求め、

震災ごみの発生量を推計する。次に、震災で破損した家具・家電製品等の粗大ごみや建物の焼

失、倒壊及び解体により発生する廃木材及びコンクリートがら等（以下「がれき」という。）を

適正に処理する。 

なお、アスベスト含有有害廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137号）等の規定に従い適正な処理を進める。 

各区本部等の協力により、がれきの発生状況を把握し、速やかに処理計画を策定するととも

に、計画に基づいた体制の整備を図る。 

(1) ～ (4) 略 

(5) アスベスト含有有害廃棄物の処理 

アスベスト含有有害廃棄物の処理は、｢災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュア

ル｣（平成 29年 9月 環境省 水・大気環境局大気環境課）に従い適正に処理を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

P133 

第 2章 

第 17節 

二次災害の防

止 

8. 避難所等の安全性確認の支援について（被害が甚大である場合） 〔都市整備部〕 

(1) 目的 

地震で被害を受けた避難所等の開設に当たり施設管理者が行う安全確認を支援し、余震

等による建築物の倒壊や非構造部材の落下等から生ずる二次被害を防止する。 

(2) 略 

 

8. 避難所等の安全性確認の支援について（大地震の場合） 〔都市整備部〕 

(1) 目的 

大地震後の避難所等の開設に当たり施設管理者が行う安全確認を支援し、余震等による

建築物の倒壊や非構造部材の落下等から生ずる二次被害を防止する。 

(2) 略 

 

表記の適正化 

 

 

P174 

第 2章 

第 26節 

応急給水・水

道復旧計画 

 

 

 

 

 

応急給水補完対策 〔環境部、各部、区本部〕 

主に生活用水の確保という観点から、水道部が実施する応急給水を補完するため、次のよう

な対策を講じる。 

略 

井戸水の活用 

災害時においては、洗濯、清掃及びトイレ用水等の生活用水の確保が重要である。災害

時における地域の生活用水の確保という観点から、現に有効に使用されている事業用・個

人所有の井戸を「災害応急用井戸」として登録し、活用する。 

 

応急給水補完対策 〔環境部、各部、区本部〕 

主に生活用水の確保という観点から、水道部が実施する応急給水を補完するため、次のよう

な対策を講じる。 

略 

井戸水の活用 

災害時においては、洗濯、清掃及びトイレ用水等の生活用水の確保が重要である。災

害時における地域の生活用水の確保という観点から、現に有効に使用されている事業用・

個人所有の井戸を「災害応急用井戸」として登録し、活用する。 
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旧頁 旧 新 備考 

P174 

第 2章 

第 26節 

応急給水・水

道復旧計画 

<災害応急用井戸登録数> 

令和元年 10月 1日現在 

 青 葉 区  宮城野区 若 林 区  太 白 区  泉 区 合 計 

登録井戸数 131 44 47 35 22 279 

（資料 9-19「災害応急用井戸登録事業所の一覧」参照） 

<災害応急用井戸登録数> 

令和 2年 9月 30日現在 

 青 葉 区  宮城野区 若 林 区  太 白 区  泉 区 合 計 

登録井戸数 133 44 48 35 22 282 

（資料 9-19「災害応急用井戸登録事業所の一覧」参照） 

 

 

時点修正 

P175 

第 2章 

第 27節 

電力施設災害

応急計画 

電力施設災害応急計画 

〔東北電力株式会社〕 

電力施設の応急復旧その他電力供給を確保するため、必要な応急措置について次の対策を

講じる。 

要員の確保 

宮城県内で震度 6 弱以上を観測する地震が発生した場合、支店及び県内全事業所は、自動的

に第二非常体制に入り、社員は呼集を待つことなく出動する。 

 

電力施設災害応急計画 

〔東北電力株式会社、東北電力ネットワーク株式会社〕 

電力施設の応急復旧その他電力供給を確保するため、必要な応急措置について次の対策を

講じる。 

要員の確保 

宮城県内で震度 6 弱以上を観測する地震が発生した場合、支店、支社及び県内全事業所は、

自動的に第二非常体制に入り、社員は呼集を待つことなく出動する。 

 

 

分社化・指定公

共機関指定に伴

う記載追加 

 

 

 

P176 

第 2章 

第 27節 

電力施設災害

応急計画 

 

応急工事 

～ （2） 略 

災害時における安全衛生 

作業は、通常作業に比し悪条件の下で行われるので、安全衛生については十分配慮して

実施する。 

<東北電力株式会社非常災害連絡系統図> 

※ 新仙台火力発電所の災害復旧は、本店災害対策本部、発電所災害対策本部で対応する。 

 

応急工事 

～ （2） 略 

災害時における安全衛生 

作業は、通常作業に比し悪条件の下で行われるので、安全衛生については十分配慮し

て実施する。 

<東北電力株式会社・東北電力ネットワーク株式会社非常災害連絡系統図> 

※ 新仙台火力発電所の災害復旧は、本店災害対策本部、発電所災害対策本部で対応する。 

 

 

 

 

 

分社化・指定公

共機関指定に伴

う記載追加 

 

 

 

P179 

第 2章 

第 29節 

復旧計画 

供給停止地区の復旧は、次のとおり行う。 

～ （6） 

復旧計画 

供給停止地区の復旧は、次のとおり行う。 

～ （6） 

 

 

 

宮城支店・支社災害対策本部（連絡室） 

仙台南電力 

センター・営業所 

災害対策本部 

（連絡室） 

仙台北電力 

センター・営業所 

災害対策本部 

（連絡室） 

塩釜電力 

センター 

災害対策本部 

（連絡室） 

仙台電力 

センター 

災害対策本部 

（連絡室） 

宮城支店・支社災害対策本部（連絡室） 

仙台南電力 

センター・営業所 

災害対策本部 

（連絡室） 

仙台北電力 

センター・営業所 

災害対策本部 

（連絡室） 

塩釜電力 

センター 

災害対策本部 

（連絡室） 

仙台電力 

センター 

災害対策本部 

（連絡室） 
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旧頁 旧 新 備考 

ガス施設災害

応急計画 

開栓（供給再開） 

<復旧対策基本フロー> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開栓（供給再開） 

<復旧対策基本フロー> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務フローの変

更に伴う修正 

 

 

 

P187 

第 2章 

第 33節 

住宅応急対策

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

（中略）  

都 市 整 備 部 

(庶務班) 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関す

ること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に関

すること 
(公共建築班) 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設場所の選定に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設及び解体に関すること  
・プレハブ協会等関係団体への協力要請に関すること  
・災害公営住宅の建設に関すること 
(住宅政策班) 
・応急仮設住宅供与の必要性の判断の支援に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の整備の総括に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設場所及び当該場所における建

設 
戸数の決定に関すること 

・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設用地の提供受入れに関するこ
と 

・応急仮設住宅（借り上げ公営住宅等）として供与可能な住宅の情報収集・

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

（中略）  

都 市 整 備 部 

(庶務班) 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関す

ること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に関

すること 
(公共建築班) 
・応急仮設住宅（建設型応急住宅）の建設場所の選定に関すること 
・応急仮設住宅（建設型応急住宅）の建設及び解体に関すること  
・プレハブ協会等関係団体への協力要請に関すること  
・災害公営住宅の建設に関すること 

(住宅政策班) 
・応急仮設住宅供与の必要性の判断の支援に関すること 
・応急仮設住宅（建設型応急住宅）の整備の総括に関すること 
・応急仮設住宅（建設型応急住宅）の建設場所及び当該場所における建

設 
戸数の決定に関すること 

・応急仮設住宅（建設型応急住宅）の建設用地の提供受入れに関するこ
と 

・応急仮設住宅（借り上げ公営住宅等）として供与可能な住宅の情報収集・

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく修正 

 

 

 

 

 

 

風水害発生・ガス供給停止 

復 旧 組 織 の 設 置 

復旧基本計画の策定 

救 援 の 要 請 

資機材・復旧 

基地等の確保 

被 害 調 査 

実 施 計 画 

導 管 の 復 旧 作 業 

需要家設備の復旧作業 

地震発生・ガス供給停止 

復旧組織の設置 

復旧基本計画の策定 

救援の要請 

資機材・復旧基地等の確保 

導管の復旧作業 

需要家設備の復旧作業 
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旧頁 旧 新 備考 

P187 

第 2章 

第 33節 

住宅応急対策

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関

すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に

関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の施設の維持管理に関する

こと 
・市営住宅の保全及び入居者の保護に関すること 
・災害時における市営住宅及び共同施設の管理業務を受託する指

定管理者 
との連絡調整に関すること 

・被災者の市営住宅への入居に関すること 
・災害公営住宅の計画及び整備に関すること 
・災害公営住宅の入退去及び維持管理に関すること 

 

応急仮設住宅対策の基本方針 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

都市整備部は、各種被害状況の情報収集に努める。被害状況を把握し、健康福祉部及び都市

整備部で協議のうえ、応急仮設住宅供与の必要性を判断し、必要と判断した場合には、供与に

関する基本方針を策定する。なお、借上げ公営住宅及びプレハブ仮設住宅の整備に関する取扱

い等については、実施計画で別途定めるものとする。 

(1) 借上げ民間賃貸住宅： 民間賃貸住宅を借り上げ、応急仮設住宅として供与するもの 

                                      …下記 3 

(2) 借上げ公営住宅等： 公営住宅等を借り上げ、応急仮設住宅として供与するもの 

…下記 4 

(3) プ レ ハ ブ 仮 設 住 宅： 新規に建設するプレハブ等の簡易な構造の仮設住宅  …下記 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関

すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に

関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の施設の維持管理に関する

こと 
・市営住宅の保全及び入居者の保護に関すること 
・災害時における市営住宅及び共同施設の管理業務を受託する指

定管理者 
との連絡調整に関すること 

・被災者の市営住宅への入居に関すること 
・災害公営住宅の計画及び整備に関すること 
・災害公営住宅の入退去及び維持管理に関すること 

 

応急仮設住宅対策の基本方針 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

都市整備部は、各種被害状況の情報収集に努める。被害状況を把握し、健康福祉部及び都市

整備部で協議のうえ、応急仮設住宅供与の必要性を判断し、必要と判断した場合には、供与に

関する基本方針を策定する。なお、借上げ公営住宅及び建設型応急住宅の整備に関する取扱い

等については、実施計画で別途定めるものとする。 

(1) 借上げ民間賃貸住宅： 民間賃貸住宅を借り上げ、応急仮設住宅として供与するもの 

                                       …下記 3 

(2) 借上げ公営住宅等： 公営住宅等を借り上げ、応急仮設住宅として供与するもの 

…下記 4 

(3) 建 設 型 応 急 住 宅： 新規に建設するプレハブ・木造等の仮設住宅       …下記 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく修正 
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旧頁 旧 新 備考 

P188 

第 2章 

第 33節 

住宅応急対策

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借上げ民間賃貸住宅 〔総務部、健康福祉部〕 

仙台市が民間賃貸住宅を借り上げ、貸主、市、被災者の三者契約により応急仮設住宅として

供与する。 

受付期間の設定は、避難者数の推移などを考慮しながら調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借上げ民間賃貸住宅の供与 〔総務部、健康福祉部〕 

災害救助法が適用される大規模災害が発生したとき、本市が民間賃貸住宅を借り上げ、貸主、

市、被災者の三者契約により応急仮設住宅として供与する。 

供与物件の確保 

県と本市が連携して借上げ民間賃貸住宅の供与が県内の被災者へ公平かつ迅速に行われる

よう、県の連絡調整の下で実施される。 

本市は、県及び不動産関係 3 団体（※）との「災害時における民間賃貸住宅提供等に関する

協定」に基づき，災害が発生し必要と認める場合には民間賃貸住宅を借上げ応急仮設住宅とし

て供与することとし，借上げの円滑化に向け平常時からその借上げ方法，役割分担等について

関係３団体と協議・調整を図った上で，その取扱いについてあらかじめ定めるものとする。 

（※） (公社)宮城県宅地建物取引業協会、(公社 )全日本不動産協会宮城県本部、 (公社)全

国賃貸住宅経営者協会連合会 

 

借上げ民間賃貸住宅に関する事務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく救助実施市

の指定を受けた

ことによる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

<応急仮設住宅の必要戸数決定までのフロー> 

建物被害状況の把握 

（都市整備部） 

災害発生 

応急仮設住宅供与の必要性の判断 

(都市整備部、健康福祉部) 

応急仮設住宅ニーズの検討 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・建物の被害状況の情報収集 

・建物の被害状況をもとに応

急仮設住宅の供与の必要性

を判断 

・地域ごとの避難者数を基

に検討 

・応急仮設住宅等の対応数

の推計 

・被害状況調査結果等を基に

必要戸数の決定 

・宮城県へ報告 

借上げ民間賃貸住宅の申込み受付 

借上げ公営住宅等の確保 

プレハブ仮設住宅の建設 

応急仮設住宅対策の基本方針の策定 

(都市整備部、健康福祉部) 

・応急仮設住宅対策の基本

的方針の決定 

<応急仮設住宅の必要戸数決定までのフロー> 

建物被害状況の把握 

（都市整備部） 

災害発生 

応急仮設住宅供与の必要性の判断 

(都市整備部、健康福祉部) 

応急仮設住宅ニーズの検討 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・建物の被害状況の情報収集 

・建物の被害状況をもとに応

急仮設住宅の供与の必要性

を判断 

・地域ごとの避難者数を基

に検討 

・応急仮設住宅等の対応数

の推計 

・被害状況調査結果等を基に

必要戸数の決定 

・宮城県へ報告 

借上げ民間賃貸住宅の申込み受付 

借上げ公営住宅等の確保 

建設型応急住宅の建設 

応急仮設住宅対策の基本方針の策定 

(都市整備部、健康福祉部) 

・応急仮設住宅対策の基本

的方針の決定 
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（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②
物
件
提
供
意
思
確
認

応急仮設住宅借上げフロー
【県又は仙台市が選定した物件で手続きする場合】

宮城県又は仙台市
④入居者の募集開始（入居者の決定
に係る手続き及び基準の公示）

⑧入居要件確認・決定

関係３団体

宅地建設取引業者
（関係3団体会員）

物件所有者
※ 転貸を目的とする賃借人及び管理

委託契約をしている者を含む

住宅確保困難者
（被災者）

①協力要請

※局所災害以外の場合は、県の連絡調整のもとで協力要請

⑤借上げ物件の決定

③物件情報提供

⑩
賃
料
等
の
支
払

⑫退去連絡

物
件
情
報
共
有

※ ただし,災害の規模や手続きの効率化等を図るため,関係団体等への一部業務委託や,市町村との業務分担により対応する場合があります。

⑦
応
急
仮
設
住
宅
申
込
み

⑪
退
去
届
の
送
付

⑧
賃
貸
借
契
約
締
結
（
三
者
契
約
）

⑥
借
上
げ
決
定
通
知

仲介

③
物
件
情
報
提
供

意
思
確
認

応急仮設住宅借上げフロー
【被災者自身が選定した物件で手続きする場合】

宮城県又は仙台市
②入居者の募集開始（入居者の決定
に係る手続き及び基準の公示）

関係３団体

宅地建設取引業者
（関係3団体会員）

物件所有者
※ 転貸を目的とする賃借人及び管理

委託契約をしている者を含む

住宅確保困難者
（被災者）

①協力要請

※局所災害以外の場合は、県の連絡調整のもとで協力要請

③物件情報提供

⑩
賃
料
等
の
支
払

⑫退去連絡

物
件
情
報
共
有

※ ただし,災害の規模や手続きの効率化等を図るため,関係団体等への一部業務委託や,市町村との業務分担により対応する場合があります。

⑧
応
急
仮
設
住
宅
申
込
み

⑪
退
去
届
の
送
付

⑨
借
上
げ
決
定
・
賃
貸
借
契
約
締
結

（
三
者
契
約
）

⑦
借
上
げ
意
思
確
認

仲介

⑤
物
件
情
報
提
供
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略 
 

プレハブ仮設住宅の建設 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

借上げ民間賃貸住宅及び借上げ公営住宅等で応急仮設住宅の供給戸数が不足する場合に、プ

レハブ等の簡易な構造の仮設住宅を建設し一時的な居住の安定を図る。 

災害救助法との関係 

災害救助法の適用有無に関わらず、応急仮設住宅対策の基本方針によりプレハブ仮設住宅

が必要と認められる場合は、市が災害救助法及び仙台市災害救助法施行細則を基準として建

設を行い、入居者を選定する。 

建設用地の確保及び選定 

財政部は、プレハブ仮設住宅の建設が可能と思われる市有地のリストの更新を適宜行う。 

都市整備部は、建設用地の現地調査により、インフラ整備状況を把握しておくとともに、

被災地との地理的関係や周辺の生活環境等を考慮して、建設用地の選定を行う。 

震災後に民間企業等から建設用地提供の申出があった場合は、都市整備部で受付を行い、

敷地の範囲や敷地面積、所有者等を確認後、提供受付リストを作成する。 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 
 

建設型応急住宅の建設 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

借上げ民間賃貸住宅及び借上げ公営住宅等で応急仮設住宅の供給戸数が不足する場合に、プ

レハブ等の簡易な構造の仮設住宅を建設し一時的な居住の安定を図る。 

災害救助法との関係 

災害救助法の適用有無に関わらず、応急仮設住宅対策の基本方針により建設型応急住宅が

必要と認められる場合は、市が災害救助法及び仙台市災害救助法施行細則を基準として建設

を行い、入居者を選定する。 

建設用地の確保及び選定 

財政部は、建設型応急住宅の建設が可能と思われる市有地のリストの更新を適宜行う。 

都市整備部は、建設用地の現地調査により、インフラ整備状況を把握しておくとともに、

被災地との地理的関係や周辺の生活環境等を考慮して、建設用地の選定を行う。 

震災後に民間企業等から建設用地提供の申出があった場合は、都市整備部で受付を行

い、敷地の範囲や敷地面積、所有者等を確認後、提供受付リストを作成する。 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく修正 
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プレハブ仮設住宅に関する事務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 無償工事や資機材・物品等の提供申出については、建設工事に関連する場合は都市整備部で対応し、

その他の場合は健康福祉部で対応する。 

プレハブ仮設住宅の整備 

   プレハブ仮設住宅の整備に係るその他の事項については、応急仮設住宅の整備に係る実施

計画に定める。 

略 

 

 

 

 

建設型応急住宅に関する事務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 無償工事や資機材・物品等の提供申出については、建設工事に関連する場合は都市整備部で対応し、

その他の場合は健康福祉部で対応する。 

建設型応急住宅の整備 

   建設型応急住宅の整備に係るその他の事項については、応急仮設住宅の整備に係る実施計

画に定める。 

略 

 

 

 

 

 

 

災害救助法に基

づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレハブ仮設住宅建設用地の 

確保（市有地リストの活用） 

（財政部） 

技術面と生活環境を考慮した 

建設用地の選定（都市整備部） 建設場所・必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・避難者数の推移を基に決定 

・着工次ごとに宮城県へ報告 

建設用地の提供受入れ 

（都市整備部） 

申込み受付、要件審査 

（総務部） 
・入居者の選定 

・入居者の募集及び審査 

プレハブ仮設住宅の建設 

（都市整備部） 

入   居 

入居者等管理事務 

（総務部、健康福祉部、都市整備部） 

・入退去等の管理 

・維持・修繕 

入居者最終決定 

（健康福祉部） 

・入居者の決定 

・入退去の管理の総括 

・宮城県へ報告 
※都市整備部の支援 

 

建設型応急住宅建設用地の 

確保（市有地リストの活用） 

（財政部） 

技術面と生活環境を考慮した 

建設用地の選定（都市整備部） 建設場所・必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・避難者数の推移を基に決定 

・着工次ごとに宮城県へ報告 

建設用地の提供受入れ 

（都市整備部） 

申込み受付、要件審査 

（総務部） 
・入居者の選定 

・入居者の募集及び審査 

建設型応急住宅の建設 

（都市整備部） 

入   居 

入居者等管理事務 

（総務部、健康福祉部、都市整備部） 

・入退去等の管理 

・維持・修繕 

入居者最終決定 

（健康福祉部） 

・入居者の決定 

・入退去の管理の総括 

・宮城県へ報告 
※都市整備部の支援 
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被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去 〔財政部、健康福祉部〕 

略 

被災住宅の応急修理 

災害のため、被害を受けた住家に対し、居住のため必要な最小限度の部分を応急的に修

理し居住環境の確保を図るため、被災住宅の応急修理を行う。 

ア 対象者 

災害によって、住家が一部損壊（準半壊）以上の被害を受け、そのままでは当面の日常

生活を営むことができない世帯で、かつ、自己の資力では住宅の応急修理ができない世帯 

なお、全壊の場合は、応急修理を行うことにより居住が可能である場合のみ対象となる。 

イ 略 

～ （4） 略 

(5) 応急修理等に関する事務処理 

 

<被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去に関する事務処理> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去 〔財政部、健康福祉部〕 

略 

被災住宅の応急修理 

災害のため住家に被害を受け、そのままでは住むことができない状態であって、応急的

に修理すれば居住可能な場合に、必要最低限の修理を行う。 

ア 対象者 

災害によって、住家が半壊、準半壊の被害を受け、自らの資力では応急修理をすること

ができない者又は大規模半壊の被害を受けた者 

なお、全壊の場合は、応急修理を行うことにより居住が可能である場合のみ対象となる。 

イ 略 

～ （4） 略 

応急修理等に関する事務処理 

 

<被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去に関する事務処理> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

P194 

第 2章 

第 33節 

住宅応急対策

計画 

人員体制について  

東日本大震災時の経験を踏まえ、応急仮設住宅の入退去の募集及び審査、被災住宅の応急修

理及び土石等障害物の除去に係る申請の受付及び審査に関する業務について、大規模災害時に

おいても迅速かつ適切に実施できるよう、他部からの応援も含め職員の体制等を整備する。 

人員体制について 〔総務部、財政部〕 

東日本大震災時の経験を踏まえ、応急仮設住宅の入退去の募集及び審査、被災住宅の応急修

理及び土石等障害物の除去に係る申請の受付及び審査に関する業務について、大規模災害時に

おいても迅速かつ適切に実施できるよう、他部からの応援も含め職員の体制等を整備する。 

担当部の追加 

 

災
害
発
生 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
申
請
受
付 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
申
請
審
査 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
決
定 

さ
さ 工

事
契
約
の
締
結 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障
害

物
の
除
去
工
事
の
実
施 

さ
さ 

 
財 政 部 

 
健 康 福 祉 部  

 
 

 
財  政  部 

 
 

 
被 災 者  

 
 

応急修理 

・応急修理に係る申請
の受付及び審査 

申 請 

・応急修理等の決定 

・工事契約の締結 

建
設
業
者
等 

さ
さ 

災
害
発
生 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
申
請
受
付 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
申
請
審
査 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障

害
物
の
除
去
決
定 

さ
さ 工

事
契
約
の
締
結 

さ
さ 

応
急
修
理
・
土
石
等
障
害

物
の
除
去
工
事
の
実
施 

さ
さ 

 
健 康 福 祉 部  

 
 

 
財  政  部 

 
 

 
被 災 者  

 
 

応急修理 

・応急修理に係る申請
の受付及び審査 

申 請 

・応急修理等の決定 

・工事契約の締結 

建
設
業
者
等 

さ
さ 
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2. 被災者生活再建支援金の支給 〔健康福祉部、区本部〕 

被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66 号）に基づき、自然災害によりその生活基盤に

著しい被害を受けた者であって、経済的理由等によって自立して生活を再建することが困難な

者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を

支給することにより、その自立した生活の再建を支援する。 

（1） 略 

（2） 対象世帯 

上記の災害により 

ア 住宅が「全壊」した世帯 

イ 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

ウ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続することが見込ま

れる世帯 

エ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世

帯） 

（追加） 

 

支援金の支給額 

支援金の支給額は、以下の 2つの支援金の合計額 

ア 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

イ 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

（単位：万円） 

区 分 
A 基 礎 支 援 金  B 加 算 支 援 金  

計 A＋B 
住宅の被害程度 住宅の再建方法 

複数世帯 

（世帯の 

構成員が 

複数） 

全壊世帯 100 

建設・購入 200 300 

補 修 100 200 

賃 借 50 150 

大規模 

半壊世帯 
50 

建設・購入 200 250 

補 修 100 150 

賃 借 50 100 

単身世帯 

（世帯の 

構成員が 

単数） 

全壊世帯 75 

建設・購入 150 225 

補 修 75 150 

賃 借 37.5 112.5 

大規模 

半壊世帯 
37.5 

建設・購入 150 187.5 

補 修 75 112.5 

賃 借 37.5 75 

※ 全壊世帯には、大規模・半壊解体世帯、敷地被害解体世帯、長期避難世帯が含まれる。 

※ 加算支援金の「賃借」については、公営住宅や仮設住宅への入居は除く。 

 

 

 

 

2. 被災者生活再建支援金の支給 〔健康福祉部、区本部〕 

被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66 号）に基づき、自然災害によりその生活基盤に

著しい被害を受けた者であって、経済的理由等によって自立して生活を再建することが困難な

者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を

支給することにより、その自立した生活の再建を支援する。 

（1） 略 

（2） 対象世帯 

上記の災害により 

ア 住宅が「全壊」した世帯 

イ 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

ウ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続することが見込ま

れる世帯 

エ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世

帯） 

オ 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模半壊

世帯） 

支援金の支給額 

支援金の支給額は、以下の 2つの支援金の合計額 

ア 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

イ 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

（単位：万円） 

区 分 
A 基 礎 支 援 金  B 加 算 支 援 金  

計 A＋B 
住宅の被害程度 住宅の再建方法 

複数世帯 

（世帯の 

構成員が 

複数） 

全壊世帯 100 

建設・購入 200 300 

補 修 100 200 

賃 借 50 150 

大規模 

半壊世帯 
50 

建設・購入 200 250 

補 修 100 150 

賃 借 50 100 

中規模 

半壊世帯 
― 

建設・購入 100 100 

補 修 50 50 

賃 借 25 25 

単身世帯 

（世帯の 

構成員が 

単数） 

全壊世帯 75 

建設・購入 150 225 

補 修 75 150 

賃 借 37.5 112.5 

大規模 

半壊世帯 
37.5 

建設・購入 150 187.5 

補 修 75 112.5 

賃 借 37.5 75 

中規模 

半壊世帯 
― 

建設・購入 75 75 

補 修 37.5 37.5 

賃 借 18.75 18.75 

※ 全壊世帯には、大規模・半壊解体世帯、敷地被害解体世帯、長期避難世帯が含まれる。 

※ 加算支援金の「賃借」については、公営住宅や仮設住宅への入居は除く。 
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民生安定のた

めの緊急措置

に関する計画 

 

罹災証明書等の発行 〔財政部、消防部、区本部〕 

罹災証明書（火災以外の原因に起因するもの） 

災害対策基本法第 90 条の 2、仙台市罹災証明等取扱要綱（平成 28 年 2 月 9 日危機管理

監決裁）及び仙台市罹災証明等事務取扱要領（平成 28 年 2 月 10 日財政局長決裁）に基づ

き、住家及び非住家（以下「住家等」という。）について火災以外の災害（災害対策基本法

第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）による被害の程度を調査し、市長が確認

できる被害について罹災証明書を発行する。 

ア 略 

イ 判定基準 

内閣府が定める「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 30 年 3 月改定 内閣

府政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当））を参考として本市において定める

「建物被害調査のポイント」に基づき建物被害調査を実施し、被害程度の判定を行う。 

ウ 略 

～ （3） 略 

罹災証明書等の発行 〔財政部、消防部、区本部〕 

罹災証明書（火災以外の原因に起因するもの） 

災害対策基本法第 90 条の 2、仙台市罹災証明等取扱要綱（平成 28 年 2 月 9 日危機管理

監決裁）及び仙台市罹災証明等事務取扱要領（平成 28 年 2 月 10 日財政局長決裁）に基づ

き、住家及び非住家（以下「住家等」という。）について火災以外の災害（災害対策基本法

第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）による被害の程度を調査し、市長が確認

できる被害について罹災証明書を発行する。 

ア 略 

イ 判定基準 

内閣府が定める「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（令和 2年 3月改定 内閣府

政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当））を参考として本市において定める「建

物被害調査のポイント」に基づき建物被害調査を実施し、被害程度の判定を行う。 

ウ 略 

～ （3） 略 
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